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そ

平塚市交通バリアフリ

の

ー特定事業等推進協
議

他

会を開催し、事業の進

　

行管理及び調整を行っ

】

た。

Ａ：成果があがっ

【

た

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

17年度 平成18年度

.

平成19年度 平成20

事

年度 平成21年度 平成

業

22年度 平成23年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成17年度 平成18

付

年度 平成19年度 平成

け

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成17年度 平成

名

18年度 平成19年度

事

平成20年度 平成21

業

年度 平成22年度 平成

担

23年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成19年

科

度の主な取組と成果

平

目

成19年度
の検証結果

事

平成20年度  実施

業

計画事業評価シート 頁

種

交通バリアフリー促進

類

事業

まちづくり政策部

ハ

　まちづくり政策課

0 ー0－xxxxxx－x ドx0000 ○ ●

05 基

ソ

本目標５　　安全で、

フ

みんなが快適に暮らせ

ト

るまち
総合計画の

02

根

②〈まちの顔〉　活気

拠

ある魅力的な中心市街

法

地をつくる
位置付け

0

令

2 2 人々が憩えるゆ

等

とりとうるおいのある

対

都市空間を創造する

交

象

通バリアフリー法

市民・ 平成１７年度 ～ 平受 成１８年度

□ □ □ □

公

益

共交通機関を利用した

者

移動の利便性・安全性

事

が向上し、誰も 電車や

業

バスなどを利用した移

期

動の利便性や安全性の

間

向上を図る
が自立した

委

日常生活をおくってい

託

ます。 ため、交通バリ

、

アフリー基本構想に基

協

づき整備を行う公共交

働

通
事業者、道路管理者

【

、公安委員会などへ促

委

進を働きかけます。

平

託

塚市交通バリアフリー

：

特定事業推進協議会開

3

催回数 回

－

1 1 1

1

特

セ

定事業達成度 ％

平成2

ク

2年度を100％とし

・

た達成率。各事業者が

財

計画する特定事業の達

団

成率を評価。

25 50

企

75

 25

①：予定ど

業

おり

平塚駅周辺のバリ

Ｎ

アフリー化事業の早期

Ｐ

実現を図るため、各事

Ｏ

業者や市民が参加する
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位

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

へ

0 0 0

0.00 0.0

の

0 0.00

0.00 0

貢

.00 0.35 0.3

献

5 0.35 0.00 0

高

.00

0.00 0.0

市

0 0.00 0.00 0

民

.00 0.00 0.0

満

0

0 0 2,937 2,

足

937 2,937 0 0

度

0 0 2,937 2,9

を

37 2,937 0 0

●

高

○ ○ ○ ○ ○ ○

継続的な

め

バリアフリー化の推進

る

に向け、引き続き、交

方

通バリアフリー特定事

策

業等推進協議会を開催

業

し、進行管理及び調整

有

を行う
。

交通事業者、

効

道路管理者及び公安委

性

員会がそれぞれの実施

継

計画に基づき、事業が

続

推進できるよう協議、

に

調整する。

交通利便性

よ

や安全性の確保を図る

る

ため、交通事業者、道

成

路管理者等関係団体と

果

の協議・調整を行い、

向

交通バリア
フリー化を

上

推進していく必要があ

の

ると考えます。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成17年度 平成18年度 平成19年度 平

項

成20年度 平成21年

目

度 平成22年度 平成2

分

3年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 計画額 計画

の

額 計画額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展

す

開（担当課としての提

る

案）
平成21年度の事

分

業の方向性

現状の規模

析

で継続 拡大して継続 縮

・

小して継続 廃止 休止 終

課

了 他事業と統合

＜判断

題

理由＞

平成21年度の

の

取組方針

課長コメント

抽

■ 少子・高齢化の急激

出

な進展などにより、だ

総

れもが楽に電
●■ 車や

合

バスに乗り降りでき、

評

平塚駅から周辺の目的

価

地まで

□ 安全に行き来

市

ができるまちを実現す

民

ることが課題となっ ○

ニ

□ ており、必要性が高

ー

い。

■ 市民のニーズに

ズ

合った効果的なバリア

高

フリー化を促進す
●■

事

ることにより、安心・

業

安全なまちづくりやま

目

ちの賑わい

■ づくりに

的

貢献する。 ○
□
■ バリ

の

アフリー基本構想に定

達

めた特定事業の完了を

成

平成22
○

□ 年として

状

おり、効率的な推進を

況

図るため、関係する事

必

業
●

□ 者や管理者等と

要

の協議や調整を必要と

性

する。
○

□
□ 市民や関

市

係する事業者等の意見

の

や提案により、本市が

関

策
○

□ 定したバリアフ

与

リー基本構想の促進は

の

、本市の責務とい
●

■

必

える。
○

□

交通事業者

要

、道路管理者及び公安

性

委員会がそれぞれの実

低

施計画に基づき、事業

事

が推進できるよう進行

そ

管理に努める。

推進協

の

議会の開催推進協議会

他

の開催推進協議会の開

上

催

0 0 0 0 0 0 0

0 0




